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様式第一号（第一条関係）                                  （Ａ４） 

１ １ ０ 

免 許 申 請 書 
（ 第 一 面 ） 

  宅地建物取引業法第4条第1項の規定により、同法第3条第1項の免許を申請します。 

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。 
 

令和○年○月○○日 
   北陸地方整備局長 

   石 川 県 知 事  殿 

 

申請者 商号又は名称  株式会社 石川不動産 

郵 便 番 号（ ９２０－８５８０ ） 
 

主たる事務所の 石川県金沢市鞍月１－１ 

                  所 在 地 

                 氏 名 代表取締役 石川太郎      

（法人にあっては、代表者の氏名） 

                           電 話 番 号 （０７６）２２５－１１１１ 

ファクシミリ番号（０７６）２２５－１１１１ 
 

   受 付 番 号      受 付 年 月 日      申請時の免許証番号 

               １ ７ （ １ ）   ０ ０ ０ ０ 
 

（有効期間：令和２年５月１日～令和７年４月３０日） 

免許の 

種 類 
 
1.新規 

2.免許換え新規 

3.更新 

 免許換え後の 

免許権者コード 
 免許証番号 

国土交通大臣 

石川県知事 
（   ）第        号 

 ３  →     免許年月日        年    月    日 

     
 有効期間 

       年    月    日から 

       年    月    日まで 
 

項番  ◎商号又は名称記号 

11  
フリガナ 

カ ブ シ キ ガ イ シ ャ イ シ カ ワ フ ド ウ サ ン    法人・個人の別 

                      １ 1.法人 

2.個人 

 

商号又は 

名  称 

株 式 会 社 石 川 不 動 産             

                    
 

 ◎代表者又は個人に関する事項 

12  役名コード ０ １  登録番号 １ ７ ―   ０ ０ ０ １ ―  

 フリガナ イ シ カ ワ    タ ロ ウ             

氏 名 石 川  太 郎                

生年月日 Ｓ ― ５ ０ 年 １ ２ 月 ２ ４ 日 
 

 ◎宅地建物取引業以外に行っている   ◎所属している不動産業関係業界団体がある場合には 

  事業がある場合にはその種類      その名称         ※新規申請は記入不要 

13  兼
業
コ
ー
ド 

０ ５ 

 

建設業 

 

所
属
団
体
コ
ー
ド 

０ ４ 

 

石川県宅建協会 (加入: H20年 1月10日) 

  １ １ 不動産賃貸業 ０ ５ 全日本不動産協会 (加入: H20年 1月10日) 

１ ２ 不動産管理業 ５ ０  (加入:  年  月  日) 

◎資本金（千円）    (加入:  年  月  日) 

     １ ０ ０ ０ ０     (加入:  年  月  日) 

億 千万 百万 十万 万 千 

確認欄 

 

 

確認欄 

 

 

 

別記 

 

＊ 

 

＊ 

 

＊ 

 

＊ 

更新のみ記入、更新の申請期限は

有効期限の３０日前まで。 

確認欄 

 

 

 

＊ 
個人免許業者は不要 

姓と名は一字空ける 

取引士の資格を有する場合は記載 

コード一覧参照 

更新申請は、 

いずれかを記入 



（ 第 二 面 ） 

 

 

 

１ ２ ０ 

受 付 番 号      申請時の免許証番号 

       １ ７ （ １ ）   ０ ０ ０ ０ 

 

 

項番  ◎役員に関する事項（法人の場合） 

21  役名コード ０ ２  登録番号 １ ７ ―   ０ ０ ０ ２ ―  

 フリガナ イ シ カ ワ  ハ ナ コ             

氏 名 石 川  花 子                

生年月日 Ｓ ― ５ ０ 年 １ ２ 月 ２ ５ 日 

 

 

 

21  役名コード ０ ３  登録番号   ―       ―  

 フリガナ カ ナ ザ ワ  イ チ ロ ウ            

氏 名 金 沢  一 郎                

生年月日 Ｓ ― ５ ０ 年 １ ２ 月 ２ ６ 日 

 

 

 

21  役名コード    登録番号   ―       ―  

 フリガナ                     

氏 名                     

生年月日  ―   年   月   日 

 

 

 

21  役名コード    登録番号   ―       ―  

 フリガナ                     

氏 名                     

生年月日  ―   年   月   日 

 

 

 

21  役名コード    登録番号   ―       ―  

 フリガナ                     

氏 名                     

生年月日  ―   年   月   日 

 

 

 

 

 

確認欄 

 

 

確認欄 

 

 

確認欄 

 

 

確認欄 

 

 

 

確認欄 

 

 

 

＊ 

 

＊ 

 

＊ 

 

＊ 

 

＊ 

 

＊ 

取引士登録をしている方は、必ず記入 

法人の場合のみ記入（個人の場合は不要） 

※監査役は、専任の取引士を兼任する 

 ことはできません。 

０２：取締役 

０３：監査役 



（ 第 三 面 ） 

 

 

 

１ ３ ０ 

受 付 番 号      申請時の免許証番号 

       １ ７ （ １ ）   ０ ０ ０ ０ 

 

項番   

30  事務所の別 １ 1.主たる事務所 2.従たる事務所  事務所コード    

 事務所の名称 本 店                   

 

 

 

 

 ◎事務所に関する事項 

31  郵 便 番 号 ９ ２ ０ ― ８ ５ ８ ０  

 所在地市区町村コード １ ７ ２ ０ １ ４ 石川 都道府県  金沢 市郡区     区町村 

所 在 地 
鞍 月 １ － １                

                    

電 話 番 号 ０ ７ ６ － ２ ２ ５ － １ １ １ １   

従事する者の数    ７ 

 

 

 

 ◎政令第2条の2で定める使用人に関する事項 

32  登録番号   ―       ―   

 フリガナ                     

氏 名                     

生年月日  ―   年   月   日 

 

◎専任の取引士に関する事項 

41  登録番号 １ ７ ―   ０ ０ ０ ２ ―   

 フリガナ イシカワ ハナコ 

氏 名 石川 花子 

生年月日 Ｓ ― ５０ 年 １２ 月 ２５ 日 

 

 

41  登録番号 １ ７ ―   ０ ０ ０ ３ ―   

  フリガナ カナザワ アイコ 

氏 名 金沢 愛子 

生年月日 Ｓ ― ５５ 年 １２ 月 ２４ 日 

 

 

 

 

 

確認欄 

 

 

確認欄 

 

 

確認欄 

 

 

確認欄 

 

 

 

＊ 

 

＊ 

 

＊ 

 

＊ 

 

＊ 

 

＊ 

従たる事務所がある場合は、事務所ごと 

に作成が必要 

役員等が兼務の場合も必ずそれぞれに記入 

◆代表者が常駐勤務できない場合は 

 本店にも使用人の設置が必要 

◆従たる事務所の場合は必ず必要 

 （代表が従たる事務所に常駐 

  →政令の使用人で登録必要） 

政令第２条の２で定める使用人とは、 

事務所の代表者で契約締結権限を有する者で、支店

においては、いわば支店長、支配人に相当するよう

な者であり、常時勤務することが要件となります。 

政令第２の２の使用人と、専任の取引士を 

同一人物が兼務することも可能。 

その場合は、それぞれに記載。 



（ 第 四 面 ） 

１ ４ ０ 

受 付 番 号      申請時の免許証番号 

       １ ７ （ １ ）   ０ ０ ０ ０ 

 

項番   

30  事務所の名称 広坂営業所   事務所コード    

 

 

 

 

◎専任の取引士に関する事項（続き） 

41  登録番号 １ ７ ―   ０ ０ ０ ５ ―   

  フリガナ ヒロサカ ジロウ 

氏 名 広坂 二郎 

生年月日 Ｓ ― ５５ 年 １２ 月 ２５ 日 

 

 

 

41  登録番号   ―       ―   

  フリガナ  

氏 名  

生年月日  ―  年  月  日 

 

 

 

41  登録番号   ―       ―   

  フリガナ  

氏 名  

生年月日  ―  年  月  日 

 

 

 

41  登録番号   ―       ―   

  フリガナ  

氏 名  

生年月日  ―  年  月  日 

 

 

 

41  登録番号   ―       ―   

  フリガナ  

氏 名  

生年月日  ―  年  月  日 

 

 

確認欄 

 

 

確認欄 

 

 

確認欄 

 

 

確認欄 

 

 

確認欄 

 

 

 

＊ 

 

＊ 

 

＊ 

 

＊ 

 

＊ 

 

＊ 

 

＊ 



（ 第 五 面 ） 

 

 

 石川県証紙は、別紙使用料（手数料）納入票に貼って下さい。 

※ 石川県証紙は、 

・石川県内の北國銀行（本店・支店） 

・石川県庁内ファミリーマート（２階） 

・石川県宅建協会     その他で取扱いしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

登録免許税納付書・領収証書、収入印紙又は証紙はり付け欄 

 

（消印してはならない） 

 

 

 



様式第二号（第一条の二関係）                                （Ａ４） 
 

添 付 書 類 （１） 
 

（ 第 一 面 ） 
 

宅 地 建 物 取 引 業 経 歴 書 
 

1．事業の沿革 

最初の免許 組   織   変   更 

R〇年 ○月 ○日 R○年 ○月 ○日 年  月  日 年  月  日 年  月  日 年  月  日 年  月  日 

石川県 
商号変更 

㈱北陸不動産より 
     

 

2．事業の実績 

 イ 代理又は媒介の実績 ※「売買・交換」欄には、上段に売買の実績を、下段に交換の実績を記入。 

期  間 

R○年 5月1日から 

R○年12月31日まで 

の1年間 

R○年 1 月 1日から 

R○年12月31日まで 

の1年間 

R○年 1 月 1日から 

R○年12月31日まで 

の１年間 

R○年 1 月 1日から 

R○年12月31日まで 

の１年間 

R○年 1 月 1日から 

R○年12月31日まで 

の１年間 

種類 

内容 
売買・交換 貸 借 売買・交換 貸 借 売買・交換 貸 借 売買・交換 貸 借 売買・交換 貸 借 

宅 

 

地 

件 数 
10   

 
5 

 
10 

 
5 

 
     

価 額 

(千円) 
500,000    200,000  500,000  150,000  

手数料 

(千円) 

15,000 
 

 
 

6,000 
 

15,000 
 

4,500 
 

     

建 

 

物 

件 数 
 

30 
 

 
 

20 
 

30 
 

20 
     

価 額 

(千円) 

 
         

手数料 

(千円) 

 
 

 
 

 
 

 
4,500 

 
2,400 

     

宅 

地 

及 

び 

建 

物 

件 数 
 

 
 

 
 

 
5 

 
8 

 
     

価 額 

(千円) 
      400,000  600,000  

手数料 

(千円) 

 
 

 
 

 
 

12,000 
 

18,000 
 

     

合 

 

計 

件 数 
 

 
 

 
 

 
15 

30 
13 

20 
     

価 額 

(千円) 
900,000    800,000  900,000  750,000  

手数料 

(千円) 

27,000 
4,500 

 
 

24,000 
3,000 

27,000 
4,500 

22,500 
2,400 

     

 

 

 

 

新規：「新規」とのみ記入 

更新：当初の免許年月日と 

      免許権者を記入 

更新の場合、申請直前の５年間

の事業年度について記入 

免許後、商号変更、法人の合併などがあった場合その旨記入 

１回目の更新の場合、始期は免許の有効期間開始日となります。 

◆期限切れ、廃業後５年以内の新規申請の場合、免許の 

期間中の実績を記入 

◆免許書換え新規申請の場合、現免許での実績を５年分 

記入 

・法人は事業年度ごと 

・個人は暦年ごと 

・直前の申告期限が到来している年度分から、５年間遡る 

・年度途中で決算期変更があり、そのために５年分に満た

ない場合は、６期分以上必要となる。 

・決算書の各該当科目と照合し、記載金額に漏れや、誤記 

 がないかを確認する 



（ 第 二 面 ） 

 

 ロ 売買・交換の実績 

期 間 

 

種 類 

R○年 5月1日 

 から 

R○年12月31日

  までの1年間 

R○年 1月 1日 

から 

R○年12月31日 

までの1年間 

R○年 1月 1日 

から 

R○年12月31日 

までの1年間 

R○年 1月 1日 

から 

R○年12月31日 

までの1年間 

R○年 1月 1日 

から 

R○年12月31日 

までの1年間 

売 

 

 

 

却 

宅 地 
件  数 8 5 15 8 6 

価額(千円) 600,000 500,000 1,200,000 600,000 500,000 

建 物 
件  数      

価額(千円)      

宅地及 

び建物 

件  数 7 9 11 7 9 

価額(千円) 700,000 1,100,000 1,200,000 700,000 1,100,000 

合 計 
件  数 15 15 26 15 15 

価額(千円) 1,300,000 1,600,000 2,400,000 1,300,000 1,600,000 

購 

 

 

 

入 

宅 地 
件  数 10 5  10  

価額(千円) 500,000 300,000  500,000  

建 物 
件  数      

価額(千円)      

宅地及 

び建物 

件  数 10 10  10  

価額(千円) 700,000 600,000  700,000  

合 計 
件  数 20 15  20  

価額(千円) 1,200,000 900,000  1,200,000  

交 

 

 

 

換 

宅 地 
件  数      

価額(千円)      

建 物 
件  数      

価額(千円)      

宅地及 

び建物 

件  数      

価額(千円)      

合 計 
件  数      

価額(千円)      

 

備 考 

１ 新規に免許を申請する者は、「最初の免許」の欄に「新規」と記入すること。 

２ 「組織変更」の欄には、合併又は商号若しくは名称の変更について記入すること。 

３ 「期間」の欄には、事業年度を記入すること。 

４ 「売買・交換」の欄には、上段に売買の実績を、下段に交換の実績を記入すること。 



（Ａ４） 

添 付 書 類 （２） 

 

誓    約    書 

 

 

 

 

 

 

 

申請者、申請者の役員、令第 2条の2に規定する使用人、 

法定代理人及び法定代理人の役員は、法第 5条第1項各号に 

該当しない者であることを誓約します。 

 

 

 

令和○年○月○○日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商号又は名称  株式会社 石川不動産 

 

氏    名  石川 太郎          

 

法定代理人 

 

商号又は名称 

 

氏名                 

 

 

   北陸地方整備局長 

   石 川 県 知 事  殿 

  



 

（Ａ４） 

添 付 書 類 (３) 

 

略    歴    書 
 

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 

氏 名 
ｲｼｶﾜ ﾀﾛｳ 

石川 太郎 

職 名 代表取締役 登録番号 １７－０００１ 

職 歴 

期  間 従 事 し た 職 務 の 内 容 

自  平成  9年4月  1日 

至 平成22年 3月 31日 

 

㈱石川不動産に勤務 営業業務に従事 

自 平成22年 4月  1日 

至 平成25年 3月 31日 

 

㈱石川不動産 取締役（非常勤）就任 

自 平成25年 4月  1日 

至      年   月   日 

 

同上     代表取締役 就任 

自   年  月   日 

至   年  月   日 

 

自   年  月   日 

至   年  月   日 

 

自   年  月   日 

至   年  月   日 

 

自   年  月   日 

至   年  月   日 

 

自   年  月   日 

至   年  月   日 

 

自   年  月   日 

至   年  月   日 

 

自   年  月   日 

至   年  月   日 

 

 

上記のとおり相違ありません。 

 

令和〇年  〇月 〇日 

 

氏  名   石 川  太 郎 

【記入にあたっての注意事項】 

・ 取引士登録をしている人は登録番号を記入 

・ 職歴は、宅地建物取引業であるなしに関らず全て 

記入し、空白期間をないようにする。 

・ 他社で役員をしている場合は、常勤・非常勤を 

問わず記入 

代表者・役員・政令使用人について 

作成が必要 

記入した年月日 



（Ａ４） 

添 付 書 類 (４) 

 

専 任 の 宅 地 建 物 取 引 士 設 置 証 明 書 

 

下記の事務所は、宅地建物取引業法第 31条の３第1項に規定する要件を備えている 

ことを証明します。 

 

 

令和○年○月○○日 

 

      北陸地方整備局長 

      石 川 県 知 事  殿 

 

商号又は名称 株式会社 石川不動産 

 

                          氏       名 代表取締役 石 川 太 郎    

（法人にあっては、代表者の氏名） 

 

 

                         記 

 

 

事務所の名称 所   在   地 
専任の宅地建物

取引士の数 

宅地建物取引業に 

従事する者の数 

本店 金沢市鞍月１－１ ２名 ７名 

広坂営業所 金沢市広坂１－１ １名 ５名 

  名 

 

名 

  名 名 

  名 名 

  名 名 

※添付書類「宅地建物取引業に従事する者の名簿」

の人数と一致 

◆従業者数５人に１人の割合で専任が必要 



（Ａ４） 

 

添 付 書 類 (５) 

 

資産の状況を示す書面 

 

令和 ○年 ○月 ○日現在 
 

資    産 価      格 （円） 摘        要 

資  産 

    

現金預金  
 

円 

５，０００，０００ 
 

有価証券  １００，０００，０００  

未収入金    

土  地  ５００，０００，０００  

建  物  
５０，０００，０００ 

 

備  品  
８，０００，０００ 

 

権  利  ６６３，０００，０００  

そ の 他    

  計    １，３１８，０００，０００  

負  債 

    

借 入 金  
 

 

５，０００，０００ 
 

未 払 金    

預 り 金    

前 受 金    

そ の 他    

  計    ５，０００，０００  

 

備 考 

 1 この調書は、個人の業者のみが記入すること。 

 2 「権利」とは、営業権、地上権、電話加入権その他の無形固定資産をいう。 

個人申請の場合のみ 

申請者が時価で 

見積もり記入 



（Ａ４） 

１ ５ ０ 

添 付 書 類 （６） 

 

（ 第 一 面 ） 

 

相 談 役 及 び 顧 問 （ 法 人 の 場 合 ） 

 

受 付 番 号      申請時の免許証番号 

       １ ７ （ １ ）   ０ ０ ０ ０ 

 

 

項番 

51  役名コード １ １  就任年月日 Ｈ ― ２ ５ 年 ０ ４ 月 ０ １ 日 

 フリガナ コ ウ リ ン  カ ズ オ             

氏 名 香 林  一 夫                

生年月日 Ｓ ― ４ ０ 年 １ ２ 月 ３ １ 日 

住所市区町村コード       石川 都道府県  小松 市郡区    区町村 

住   所 
園 町 １ － １                

                    

 

51  役名コード    就任年月日  ―   年   月   日 

 フリガナ                     

氏 名                     

生年月日  ―   年   月   日 

住所市区町村コード          都道府県     市郡区     区町村 

住   所 
                    

                    

 

51  役名コード    就任年月日  ―   年   月   日 

 フリガナ                     

氏 名                     

生年月日  ―   年   月   日 

住所市区町村コード          都道府県     市郡区     区町村 

住   所 
                    

                    

 

51  役名コード    就任年月日  ―   年   月   日 

 フリガナ                     

氏 名                     

生年月日  ―   年   月   日 

住所市区町村コード          都道府県     市郡区     区町村 

住   所 
                    

                    

 

 

確認欄 

 

 

確認欄 

 

 

確認欄 

 

 

 

＊ 

 

＊ 

 

＊ 

 

＊ 
１１：相談役 １２：顧問 

確認欄 

 

 

 

＊ 



１ ６ ０ 

（ 第 二 面 ） 

 

100分の5以上の株式を有する株主又は100分の5以上の額に相当する出資をしている者（法人の場合） 

 

受 付 番 号      申請時の免許証番号 

       １ ７ （ １ ）   ０ ０ ０ ０ 

 

 

項番 

52  フ リ ガ ナ コ ウ リ ン  カ ズ オ             

氏名又は名称 香 林  一 夫                

生 年 月 日 Ｓ ― ４ ０ 年 １ ２ 月 ３ １ 日 

保有株式の数 

（出資金額） 

○○株  

(円) 
割 合 ○○％  

市区町村コード       石川 都道府県  小松 市郡区    区町村 

住所又は所在地 
園 町 １ ― １                

                    

 

52  フ リ ガ ナ コ ウ リ ン  ヨ シ オ             

氏名又は名称 香 林  良 男                

生 年 月 日 Ｓ ― ４ ２ 年 １ ２ 月 ３ １ 日 

保有株式の数 

（出資金額） 

○○株  

(円) 
割 合 ○○％  

市区町村コード       石川 都道府県  河北 市郡区 内灘 区町村 

住所又は所在地 
大 学 ２ － ２                

                    

 

52  フ リ ガ ナ カ ブ シ キ ガ イ シ ャ イ シ カ ワ シ ョ ウ ジ     

氏名又は名称 株 式 会 社 石 川 商 事             

生 年 月 日  ―   年   月   日 

保有株式の数 

（出資金額） 

○○株  

(円) 
割 合 ○○％  

市区町村コード        石川 都道府県  金沢 市郡区   区町村 

住所又は所在地 
鞍 月 ５ ― ５                

                    

 

52  フ リ ガ ナ                     

氏名又は名称                     

生 年 月 日  ―   年   月   日 

保有株式の数 

（出資金額） 

株  

(円) 
割 合 ％  

市区町村コード       都道府県     市郡区     区町村 

  所又は所在地 
                    

                    

 

＊ 

確認欄 

 

 

 

＊ 

確認欄 

 

 

 

＊ 

確認欄 

 

 

 

＊ 

確認欄 

 

 

 

＊ 



（Ａ４） 
添 付 書 類 (７) 

 

事務所を使用する権原に関する書面 
 

事      項 所有者 
事務所の所有者が申請者と異なる場合 

契約相手 契 約 日 契約期間 契約形態 用  途 

（事務所名）本店 

 

（所在地）金沢市鞍月１－１ 

 

 

鞍月商事㈱ 

代表取締役 

鞍月一郎 

鞍月商事㈱ 

代表取締役 

鞍月一郎 

令和６年 

４月１日 

令和６年 

４月１日～ 

令和７年 

３月３１日

（自動更新） 

賃貸借契約 事務所 

（事務所名）広坂営業所 

 

（所在地）金沢市広坂１－１ 

 

 

広坂商事㈱ 

代表取締役 

広坂一郎 

広坂商事㈱ 

代表取締役 

広坂一郎 

令和７年 

４月１日 

令和７年 

４月１日～ 

令和８年 

３月３１日 

（自動更新） 

賃貸借契約 事務所 

（事務所名） 

 

（所在地） 

 

 

 

 

  

 

 

（事務所名） 

 

（所在地） 

 

 

      

（事務所名） 

 

（所在地） 

 

 

      

上記の記載内容について、事実と相違ないことを誓約します。 
 

令和○年○月○○日 

 

商号又は名称 株式会社 石川不動産 

 

氏  名   代表取締役 石川 太郎      

（法人にあっては、代表者の氏名） 

備  考 

1 「所有者」の欄は、事務所の所有者の氏名又は法人名（法人の代表者名を含む。）を記入すること。 

2 「事務所の所有者が申請者と異なる場含」の欄は、事務所の所有者が免許申請者と異なる場合にのみ 

次により記入すること。 

  ① 「契約形態」の欄は、賃貸借又は使用貸借の別を記入すること。 

  ② 「用途」の欄は、登記事項証明書、建物賃貸借契約書又は建物使用貸借契約書等に記載された 

用途（住居、事務所等）について記入すること。 

契約期間の自動更新条項が 

あれば、「自動更新」と記入 
申請者からみた

契約相手方 



（Ａ４） 

添 付 書 類 (８) 

 

略歴書（専任の宅地建物取引士等） 
 

住 所 
金沢市鞍月２－２ 

電話番号（ ０７６ ）２２５－×××× 

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 

氏 名 

ｶﾅｻﾞﾜ ｱｲｺ 

金沢 愛子 生年月日 昭和５５年１２月２４日 

職 名 専任の宅地建物取引士 登録番号 １７－０００３ 

職 歴 

期  間 従 事 し た 職 務 の 内 容 

自  平成20年4月  1日 

至 令和5年 3月 31日 

 

㈱県庁商店に勤務 経理業務に従事 

自 令和5年  4月  1日 

至    年    月   日 

 

㈱石川不動産に勤務 営業業務に従事 

自 令和6年  10月  1日 

至      年   月   日 

 

同上本店 専任の宅地建物取引士に就任 

自   年  月   日 

至   年  月   日 

 

自   年  月   日 

至   年  月   日 

 

自   年  月   日 

至   年  月   日 

 

自   年  月   日 

至   年  月   日 

 

自   年  月   日 

至   年  月   日 

 

自   年  月   日 

至   年  月   日 

 

自   年  月   日 

至   年  月   日 

 

上記のとおり相違ありません。 

 

令和〇年 〇月 〇日 

氏  名   金 沢  愛 子 

備 考 

 法第31条の３第２項の規定により同条第１項の宅地建物取引士とみなされる者にあつては、本様式の 

作成を省略することができる。 

【記入にあたっての注意事項】 

・ 取引士登録をしている人は登録番号を記入 

・ 職歴は、宅地建物取引業であるなしに関らず全て 

記入し、空白期間をないようにする。 

・ 他社で役員をしている場合は、常勤・非常勤を 

問わず記入 

専任取引士・相談役・顧問・法定代理人について作成が必要 

※代表者・役員・政令使用人と兼務している場合は不要 

 （添付書類(３)の略歴書を作成） 

記入した年月日 



（Ａ４） 
添 付 書 類 (９) 

代表者等の連絡先に関する調書 

 

免許を受けようとする者（法人である場合においては、その役員） 

( ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ ) 

氏   名 
住            所 電 話 番 号 

ｲｼｶﾜ ﾀﾛｳ 

石川 太郎 
金沢市鞍月５－５ 076-225-XXXX 

ｲｼｶﾜ ﾊﾅｺ 

石川 花子 
金沢市鞍月５－５ 076-225-XXXX 

ｶﾅｻﾞﾜ ｲﾁﾛｳ 

金沢 一郎 
金沢市広坂１－１ 090-1234-XXXX 

  

  
    

  

  
    

  

  
    

  

  
    

政令第二条の二で定める使用人 

( ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ ) 

氏   名 
住            所 電 話 番 号 

ﾋﾛｻｶ ｼﾞﾛｳ 

広坂 二郎 
金沢市広坂２－２ 080-9876-XXXX 

  

  
    

  

  
    

  

  
    

  

  
    

  

  
    

  

  
    

上記のとおり相違ありません。 

 

令和〇年 〇月 〇日 

氏  名   石 川  太 郎 
備 考 

この書面は、法第九条の規定により法人の役員又は政令第二条の二で定める使用人の変更の届出をしようとするときは、

その届出に係る者についてのみ作成すること。 

記入した年月日 代表者の氏名 

日 



（Ａ４） 

１ ７ ０ 

添 付 書 類 （10） 

 

宅地建物取引業に従事する者の名簿 

受 付 番 号      申請時の免許証番号 

       １ ７ （ １ ）   ０ ０ ０ ０ 
 

事務所コード     

事務所の名称 本店     

従事する者 ７ 名 うち専任の宅地建物取引士 ２ 名   

 

項番 

61  業  務  に  従  事  す  る  者 

  
氏      名 生 年 月 日 性 別 

従業者証 

明書番号 

主 た る 

職務内容 

宅地建物取引士で 

あるか否かの別 

 １  石 川  太 郎      Ｓ ５ ０ １ ２ ２ ４ 1.男 2.女 2004A01 代表取締役 〔(石川)0001 〕 

 ２  石 川  花 子      Ｓ ５ ０ １ ２ ２ ５ 1.男 2.女 2004A02 取締役 ○〔(石川)0002 〕 

 ３  〇 〇  〇 〇             1.男 2.女   〔(   )    〕 

 ４  〇 〇  〇 〇             1.男 2.女   〔(   )    〕 

 ５  〇 〇  〇 〇             1.男 2.女   〔(   )    〕 

 ６  〇 〇  〇 〇             1.男 2.女   〔(   )    〕 

 ７  〇 〇  〇 〇             1.男 2.女   〔(   )    〕 

 ８                   1.男 2.女   〔(   )    〕 

 ９                   1.男 2.女   〔(   )    〕 

 10                   1.男 2.女   〔(   )    〕 

 11                   1.男 2.女   〔(   )    〕 

 12                   1.男 2.女   〔(   )    〕 

 13                   1.男 2.女   〔(   )    〕 

 14                   1.男 2.女   〔(   )    〕 

 15                   1.男 2.女   〔(   )    〕 

 16                   1.男 2.女   〔(   )    〕 

 17                   1.男 2.女   〔(   )    〕 

 18                   1.男 2.女   〔(   )    〕 

 19                   1.男 2.女   〔(   )    〕 

 20                   1.男 2.女   〔(   )    〕 

 21                   1.男 2.女   〔(   )    〕 

 22                   1.男 2.女   〔(   )    〕 

 23                   1.男 2.女   〔(   )    〕 

 24                   1.男 2.女   〔(   )    〕 

 25                   1.男 2.女   〔(   )    〕 

確認欄 

 

 

取引士は必ず登録番号を記載 

専任の取引士は前に○を、 

取引士以外は何も記入しない 

「従業者証明書番号」は、前４ケタは初めて宅建業で従事した年

と月を表し、次に本店・支店の別をアルファベットで表し、その

次に事務所ごとの従業者の番号となります。 

【例】2020年4月1日に本店で１番目に雇用された人 

    ⇒ ２０ ０４ Ａ ０１ 

      年  月  本店  １番目に雇用 

役員の場合は役職名を、

その他の従業者の場合

は、経理・営業事務・営

業など具体的に記載 



専任の宅地建物取引士に係る専任状況報告書 

 

 

 

氏 名    石 川 花 子 

 

生 年 月 日    明 ・ 大 ・ 昭 ・ 平   ５０年１２月２５日 

 

 

現 住 所    金沢市鞍月５－５ 

 

通勤方法及び時間    徒歩、バス、自家用車、自転車、バイク、その他（５分） 

 

 

給 料    月 額    ２００，０００ 円 

 

 

勤 務 時 間    午前 ９時 ０分から午後 ５時３０分まで 

 

 

出 勤 状 況 

 

 

出 勤 月 

月 

４ 

 

月 

５ 

月 

６ 

 

出勤した日数 

日 

２０ 

 

日 

２０ 

日 

２０ 

 

 

 

上記のとおり相違ありません。 

 

 

令和○年  ○月  ○日 

 

 

商号又は名称 株式会社 石川不動産 

 

 

代表者氏名 代表取締役 石川 太郎    

 

 

 

 

 



案    内    図 

（主たる事務所）  

  （記入上の注意） 

   ⑴ 最寄の駅、道路、目標物等を記入して主たる事務所の位置を明示すること。 

 

      

住宅明細図等（手書きも可）     



事 務 所 の 写 真 

 

（主たる事務所） 

（事務所建物の全景） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事務所の入口付近） 

 

 

 

 

 

 

注１．事務所の写真は業務を営む事務所の建物の外部全景と入口付近の業者票が解読できるもの。 

  



 

（ 事 務 所 内 部 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 事 務 所 内 部 ） 

 

 

 

 

 

 

注１．事務所の内部形態を確認できるもので、机、電話等が写っているもの。 

 ２．報酬額票が提示してあるところが写っているもの。（但し、解読できるもの） 

 


